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研究成果の概要（和文）：　医療的ケア児のための地域包括ケアを多職種連携の強化によって推進するために
「共助」における連携システム（ガイドライン）を開発することを目的とした。
　医療的ケア児が在宅生活を継続できるために、ライフイベントに応じたコーディネ-ト機能の強化等を含む技
術的、構造的働きかけが必要である。相談支援専門員が行った活動では他機関と連携、調整を実施していること
が明らかとなった。また就学支援に関しては保健師が中心となり、医療・保健・福祉・教育に関連する機関が情
報交換しながら、学校看護師探しから、保護者が希望する地域の小学校への就学が可能となった。
　本研究では、地域の小学校就学支援に関するガイドラインを作成した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a cooperative system (guideline) 
for "mutual assistance" in order to promote community-based comprehensive care for children in 
medical care by strengthening interprofessional collaboration. 　In order for children in medical 
care to continue living at home, it is necessary to work on technical and structural measures, 
including strengthening coordination functions in response to life events. In the activities carried
 out by the consultation support specialists, it was revealed that they were coordinating and 
coordinating with other organizations. In addition, public health nurses played a central role in 
school attendance support, and institutions related to medical care, health, welfare, and education 
exchanged information, making it possible for parents to enroll in local elementary schools of their
 choice from searching for school nurses. 　In this study, we developed guidelines for support for 
local elementary school attendance.

研究分野：小児看護
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果の学術的意義は、医療的ケア児の支援における関係者の活動から、医療的ケア児支援法（令和3年9月
施行）によって自治体に責務のある就学支援について関係機関の「共助」の具体的活動が明確になったことであ
る。
　また、社会的意義は医療的ケア児支援の地域格差がある中、本研究において就学支援のためのガイドラインが
作成できたことは、今後初めて就学支援を行う自治体において、連携携機関、必要な活動内容、時期が明確とな
り、活動の指針となることである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
地域包括ケアが高齢者中心に地域包括支援センターや行政の高齢者部門において取組まれて
いる中、医療的ケア児については地域包括ケアの構築に取組まれていない現状があった。 
そこで基盤研究(C)（平成 28年度-平成 30年度）に小児に特化した地域包括ケアシステム構築
に向けた支援組織の機能強化に必要な要因究明の研究に取組み、A 地域では医療的ケア児にか
かわる関係専門職が自主的に研修や会議、地域での行事に取組んでいる実態があった。B地域で
は訪問看護ステーションの管理者の活動方針により、地域への取組みに差があることが明らか
になった。また、C地域では保健所が中心となり、関係者会議を実施し関係機関の連携強化を図
っていた。A･B 地域の結果から、地域包括ケア推進には、訪問看護ステーション管理者の活動
方針の重要性、訪問看護師等の各専門職の連携からやりがいを感じ、さらなる連携強化、自主的
研修参加等へと発展し、「共助」として地域包括ケアの連携づくりへ発展していることが明らか
になった。また C地域では関係者会議を開催し、平成 29年に「医療的ケア児の支援を考える会」
を立ち上げ、事例検討を実施しながら活動の方向性を研究者達も参画し、検討している。このよ
うに医療的ケア児の在宅生活を支援する中での、地域包括ケアへの各地域の取組みは連携リー
ダーやどこの機関が中心になり行っているのかに違いがあり、それぞれが独自に実施しながら
取組んでいる状況であった。 
その結果、医療的ケア児が在宅生活を継続できるためには、関係する職種が共通の目的・目標
に向かい保健・医療・福祉・教育・行政が連携する制度化された相互扶助が必要であることが明
らかとなった。そして、相互扶助が出来るためには、共通の目的に立ち、それぞれの専門性を発
揮するための連携上の課題を明確にし、①ライフイベントに応じて主となる専門職の指定（明確
化）、②専門職種間の役割分担、③多職種の協働支援体制の組織づくり、④相互に必要とする情
報の提供の仕組みを含んだ連携システム（ガイドライン）の開発が必要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の当初（2019 年）の目的は、地域包括ケアを多職種連携の強化によって推進するため
に「共助」における連携システム（ガイドライン）を開発することであった。さらに、開発に当
たって、ライフサイクルに応じて変化する専門職種に焦点を当て、小児の在宅医療における多職
種が連携する上で課題となる問題の捉え方や判断の内容や根拠などの相違について、その背景
要因や解決策を探索することであった。 
 研究を進めていた時期の令和 3年 9月（2021年）に医療的ケア児支援法が施行され、地域の
小学校への就学体制整備が自治体に義務化されたため、特に就学のための「共助」に焦点をあて、
ガイドラインを作成することとした。 
 
３．研究の方法 
研究対象者：ライフイベントに応じて主となる専門職（訪問看護ステーション管理者、相談支   

援専門員、医療的ケア児等コーディネータなど）。医療的ケア児の家族。 
調査方法：半構成的インタビュー。 
調査内容：ライフイベントに応じた専門職種間の①役割分担、②連携上の課題、③多職種の共 

同支援体制の組織づくりについての実態、連携の中心となっている専門職等につ 
いての現状、地域における活動実態・専門的情報の探索方法・連携の取り方に関す 
る専門職種の働き等の聞き取り。 

分析方法：医療的ケア児のライフイベントにおける活動実態についての各専門職や医療的ケ 
     ア児の家族の語りから、「共助」の内容を整理する。 
     その内容を活動の経過と連携機関、連携内容を整理し、ガイドラインを作成した。 
研究期間:2019 年-2023 年（2年間コロナ禍で調査休止：研究期間延長） 
倫理的配慮：大学の研究倫理員会の承諾を得て、関係機関の承認、研究対象者の同意を得て実 

施した。 
 
４．研究成果 
 (1）相談支援専門員による医療的ケア児とその家族への支援（図 1） 
  障害者の相談支援については、平成 20 年(2012 年)の障害者自立支援法の改正により大きく
変化した。障害児者の相談支援を 20 年前から積極的に実施している医療的ケア児コーディネー
タの資格も有する相談支援専門員にインタイビュー調査を行い、その活動の実態を整理した(図
1)。 
 本研究から相談支援専門員の活動が整理された 3事例は、家族機能が弱く、関係機関との連絡
調整を行った事例であった。ライフイベントは、幼児期から小学校就学に向けた施設利用、希望
する特別支援学校就学に向けた教育委員会との調整、家族生活継続と母親の就労継続支援を行
っていた（図 1：第 32 回 日本小児看護学会 発表ポスター）。 
 
 



(2）特別支援教育コーディネータ（教員）が実施した特別支援学校就学のための関係機関との    
 連携（2024 年 学会発表予定） 
医療的ケア児の就学・通学が可能な特別支援学校就学までの関係機関との連携を明らかに
することで、地域の小学校への就学支援の連携の方向性が明らかになるのではと考え、特別支援
学校の特別支援教育コ-ディネータの教員にインタビューを実施した。その結果、就学前からの
相談・対応ルートが明確であり、就学後の医療行為に関しては、家族・学校看護師、関係医療機
関との情報共有がなされていることが明らかとなった。 
 
(3）保健師が中心となり関係機関と連携・情報共有し地域の小学校に就学できた活動（表 1） 
  （2024 年 学会発表予定） 
  自治体(町)の保健師が幼児期の健康診査である母子保健活動から情報を得ていた家族であ
った。家族は、きょうだいも通学し、家族が住む地域で育てたい、地域の普通小学校への就学を
早くから希望していた事例であった。保健師が中心となり、関係機関、関係者との連絡・調整を
行なった。関係機関は、医療・保健・福祉・教育と連携し、就学希望の情報把握活動から、学校
看護師探し、関係機関との情報共有、マニュアル等の作成を含め 1年半かけて連携・調整し、事
例は就学可能になった。 
 現在は就学 2 年目、体調も良く、朝 9：00-15：30 まで小学校と児童デイサービスを利用しな
がら生活を楽しんでいる。小学校では、学級担任・訪問看護師・保育所等訪問支援事業所の支援
を受けながら活動し、相談支援専門員は、モニタリングを行い家族の状況も把握しながら支援を
継続している。 
 
(4）地域の小学校への就学体制整備に向けた関係機関の共助のためのガイドライン作成 
  これらの研究結果から、医療的ケア児が地域の小学校へ就学するために関係機関が連携し
共助しながら活動する指針となるガイドラインを作成した。ガイドラインの内容には、ガイドラ
イン作成の目的、時間経過に伴う就学支援に係る関係機関・関係職種、必要な活動、活動の調整
を行う職種等を整理した。表 1はその一部である。 今後作成したガイドラインが各地域で活用
できるか、関係職種への調査を行いたいと考えている。 
    表 1：就学支援のための関係機関及び活動内容 
関係部門 関係職種 情報内容や活動 その他 
医療 基幹病院 担当医師 

地域の家庭医 
訪問看護ステーション 
理学療法士・作業療法士        
等 

医ケア児の心身の状況、 
行っているケアの内容や医ケ
ア児や家族の状況 
基幹病院担当医師と家庭医と
の情報共有 

家族・保
健・教育と
の情報交
換 

保健 自治体保健師 母子保健・福祉活動からの医
ケア児や家族の情報 
学校看護師探し   等 

他機関調
整 

福祉 相談支援専門員 
児童発達支援事業所 
保育園      等 

個別支援計画立案 
福祉利用施設の把握 
医ケア児や家族の支援 

利用機関
把握 

教育（教育委
員会・就学希
望学校） 

教育委員会 教育長 
      事務職 
 
 
 
 
 
就学希望学校 校長 
 特別支援教育コーディ
ネータ 
 
 
 
特別支援学校 
 特別支援教育コーディ
ネータ 

就学相談 担当・決定 
就学先学校の物理的環境等の
整備 
学校看護師・訪問看護師の雇
用（予算獲得） 
緊急時対応マニュアルの作成 
 
就学にあたり学校整備・医ケ
ア児の理解と対応検討（授業
内容・緊急時対応マュアルの
作成及び対応検討） 
 
 
就学先学校からの相談対応
（授業内容・準備物等） 

関係機関
と情報共
有しなが
ら、学内の
物理的環
境調整・マ
ニュアル
等作成 
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      図 1：相談支援専門員による医療的ケア児のライフイベントにおける活動 
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